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加
え
て
那
須
塩
原
市
が
持
つ
潜
在

能
力
を
最
大
限
に
引
き
出
し
、
個

性
を
十
分
に
活
か
し
て
い
く
こ
と

に
重
点
を
置
い
て
い
ま
す
。

　

ま
た
事
務
事
業
推
進
の
キ
ー

ワ
ー
ド
を
「
変
革
の
第
一
歩
」
と

し
、
前
例
踏
襲
を
止
め
、
現
状
に

甘
ん
じ
る
こ
と
の
な
い
、
よ
り
一

層
の
改
革
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
こ
う
し
た
考
え
方
を
踏
ま
え
て

編
成
し
た
一
般
会
計
当
初
予
算
の

規
模
は
、
４
８
３
億
８
千
万
円

で
、
平
成
24
年
度
６
月
補
正
後
予

算
（
当
初
骨
格
的
予
算
に
肉
付
後

の
予
算
）
と
の
比
較
で
、15・７
％

の
増
と
な
り
ま
す
。　

　

そ
の
中
で
歳
出
に
つ
い
て
は
、

こ
ど
も
医
療
費
の
助
成
対
象
を
18

歳
ま
で
拡
大
す
る
ほ
か
、
キ
ャ
ン

プ
那
須
構
想
や
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ

構
想
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

推
進
や
デ
マ
ン
ド
交
通
の
導
入
、

農
観
商
工
連
携
と
観
光
誘
客
な
ど

の
公
約
事
業
、
市
民
の
「
安
心
・

安
全
」
を
守
る
た
め
、
喫
緊
の
課

題
で
あ
る
放
射
能
対
策
や
防
災
対

策
の
た
め
の
経
費
を
計
上
し
て
い

ま
す
。

　
歳
入
に
つ
い
て
は
、
経
済
情
勢

は
先
行
き
不
透
明
で
、
今
後
も
厳

し
い
状
況
が
続
く
こ
と
が
予
測
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
市
税
収
入
で
前

年
度
比
1.8
％
減
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。

歳出《性質別》
●扶助費…生活保護や福祉など援助が必要な人に支出する
　経費
●人件費…市長・副市長・市議会議員などの報酬や一般職員
　の給料など
●公債費…借入金の元金や利子
●普通建設事業費…道路、学校などの建設事業の経費
●災害復旧費…災害により被災した施設を復旧する経費
●物件費…消耗品費、光熱水費、賃借料、委託料など

●繰出金…特別会計へ支出する経費
●補助費等…各種団体などへの負担金や補助金などの経費
●その他…維持補修費、積立金、投資、出資金、貸付金など
●義務的経費…支出が義務付けられ、任意に削減できない経
　費
●投資的経費…道路や学校の整備など将来に残るものに充
　てる経費
●その他の経費…義務的経費・投資的経費以外の経費

歳出《目的別》
●民生費…幼児や高齢者、障害者などの福祉経費
●衛生費…ごみ処理や放射能対策、市民の健康増進を図るための経費
●教育費…学校や公民館を整備し、教育や文化を盛んにするための経費
●土木費…道路や公園などの整備や、管理する経費
●総務費…税務事務や市役所運営、防災などの経費
●消防費…消防や救急への経費
●商工費…商工業や観光の振興の経費
●農林水産業費…農林業や畜産業を盛んにするための経費
●その他…議会費、労働費、災害復旧費、諸支出金、予備費の合計

歳入
●自主財源…自ら集めるお金
●依存財源…国、県などから交付されるお金
●市税…市民税や固定資産税、たばこ税など皆さんが納めたお金
●国庫支出金…福祉援助や道路整備のために国から交付されるお金
●地方交付税…所得税、法人税市税、酒税など国税として徴収された
　中から市の財政状況に応じて交付されるお金
●市債…道路や施設を整備するために、国や銀行から借り入れるお金
●県支出金…福祉援助や道路整備のために県から交付されるお金
●諸収入…学校給食費など他科目に含まれないお金
●地方消費税交付金…消費税として徴収された税金のうち、地方分と
　して交付されるお金

※平成24年度の予
算額は6月補正(骨格
的予算に対する肉付
け)後のものです。

●一般会計・特別会計予算
会計名 予算額 対前年度

増減率
一般会計 483億8,000万円 15.7%

特
別
会
計

国民健康保険 129億1,237万円 4.1%
後期高齢者医療 8億   899万円 0.3%
介護保険 63億1,043万円 △5.4%
下水道事業 30億6,260万円 △2.0%
農業集落排水事業 9,893万円 2.3%
温泉事業 5,173万円 △28.8%
墓地事業 262万円 19.4

小計 232億4,767万円 △0.9%
合計 716億2,767万円 10.7%

●企業会計予算
会計名 予算額 対前年度

増減率

水道
事業

収益的
収支

収入 24億7,471万円 1.8%
支出 24億1,671万円 1.8%

資本的
収支

収入 10億1,733万円 8.9%
支出 19億6,524万円 8.9%

キ
ー
ワ
ー
ド
は「
変
革
の
第
一
歩
」

　

平
成
25
年
度
当
初
予
算
は
、
阿

久
津
憲
二
市
長
就
任
後
、
初
め
て

の
通
年
予
算
で
す
。
市
を
よ
り
良

い
方
向
へ
導
き
「
個
性
豊
か
な
ま

ち
」
へ
の
変
革
を
実
現
す
る
こ
と

が
極
め
て
重
要
だ
と
考
え
、
変
革

の
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
の
年
と
位
置

付
け
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

　
阿
久
津
市
長
公
約
の
最
重
要
課

題
で
あ
る
「
変
革
」
を
柱
と
し
、

歳出(性質別)
483億

8,000万円

歳 出(目的別) 歳 入

人件費
66億

8,105万円
13.8％

扶助費
81億

5,660万円
16.8％

普通建設事業費
( 補助事業費 )

17億9,802万円
3.7％

普通建設事業費
( 単独事業費 )

18億9,715万円
3.9％

普通建設事業費
( 県営事業負担金 )

1,831万円
0.1％

公債費
53億

5,622万円
11.1％

物件費
141億

7,292万円
29.3％

補助費等
39億8,538万円

8.2％

繰出金
43億1,208万円

8.9％

貸付金
14億3,785万円

3.0％

維持補修費
4億6,974万円

1.0％

予備費
5,000万円

0.1％
積立金

4，468万円
0.1％

義務的経費
201億

9,387万円
41.7％

その他の
経費

244億
7,265万円

50.6％

投資的経費
37億

1,348万円
7.7％

問い合わせ　本財政課☎0287（62）7118

平成25年度
483億8,000万円

平成25年度
483億8,000万円

平成24年度
418億1,347万円

平成24年度
418億1,347万円

6億1,498万円
1.2％

11億2,159万円
2.3％

11億5,000万円
2.4％

11億5,000万円
2.8％

平成25年度当初予算
一般会計は前年比15.7%増の483億8,000万円

市民一人当たりの予算は41万2,306円

諸収入
22億3,949万円

4.6％
使用料および手数料

8億7,306万円
1.8％

分担金および負担金
5億295万円

1.0％

繰越金
5億円
1.0％

繰入金
3億9,197万円

0.8％

財産収入
1億2,842万円

0.3％

寄付金
1,232万円

0％

歳入
483億

8,000万円

自主財源
226億

4,955万円
46.7％

依存財源
257億

3,045万円
53.3％

市税
180億

134万円
37.2％

地方交付税
53億

5,000万円
11.1％

国庫支出金
121億2,764万円

25.1％

県支出金
28億

3,091万円
5.9％市債

35億7,690万円
7.4％

地方譲与税
およびその他交付金

6億9,500万円
1.4％

地方消費税交付金
11億5,000万円

2.4％

59億5,893万円
14.3%

183億2,972万円
43.8％

24億1,078万円
5.8％

33億6,358万円
8.0％

26億9,520万円
6.4％

25億3,526万円
6.1％

53億7,000万円
12.8％

121億2,764万円
25.1%

180億  134万円
37.2％

22億3,949万円
4.6％

31億  372万円
6.3％

35億7,690万円
7.4％

28億3,091万円
5.9％

53億5,000万円
11.1％

国庫支出金

市税

諸収入

その他

市債

県支出金

地方交付税

地方消費税交付金
12億4,174万円

3.0％

その他
11億  887万円

2.7%

53億5,622万円
11.1％

113億1,569万円
23.4％

122億1,922万円
25.3％

21億5,071万円
4.4％

20億7,446万円
4.3％

42億3,578万円
8.8％

40億6,361万円
8.4％

52億2,774万円
10.8％

54億4,563万円
13.0％

56億2,832万円
13.4％

118億6,574万円
28.4％

17億5,150万円
4.2％

21億2,125万円
5.1%

39億7,505万円
9.4％

38億7,631万円
9.3％

47億9,906万円
11.5％

公債費

衛生費

民生費

消防費
商工費

土木費

総務費

教育費

農林水産業費

用語解説

用語解説
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平成25年度予算
主な事業

・住宅除染、公共施設除染、住宅表土除去、地域除染活  
  動支援などに係る経費…………………78億   162万円

※うち市単独事業分2億9,855万円
・食品の放射性物質簡易検査に係る経費……… 943万円
・放射線量測定、放射線マップなどに係る経費
　……………………………………………………396万円
・放射性物質汚染焼却灰保管、モニタリングなどに係る

経費………………………………………1億3,016万円
・保育園等の給食食材放射性物質検査などに係る経費　

……………………………………………………588万円
・ホールボディカウンタ検査、母乳および尿の放射性物
　質検査費助成等に係る経費…………………1,005万円
・東日本大震災農業生産対策交付金補助金 ( カリ肥料施
　用補助など )…………………………… 2億5,150万円

・学校給食食材等放射性物質検査などに係る経費
………………………………………………… 233万円

・放射能対策出前授業に係る経費………………  56万円

○放射能対策事業

・障害者福祉サービス事業（総合支援法事業）
　…………………………………………10億3,543万円

・保育園民営化に係る経費……………………… 36万円
・保育環境の整備に係る経費（全園エアコン整備）　

……………………………………………………730万円
・保育環境の整備に係る経費（ゆたか保育園耐震改修事  

 業補助金）……………………………………2,250万円
・子どもの権利に関する条例に係る経費……… 74万円
・生きがいサロン推進事業…………………… 1,686万円
・地域密着型サービス事業所整備、介護施設開設などに

係る経費 …………………………………1億1,160万円
・こども医療費助成事業………………… 3億4,088万円

　　うち、年齢を 18 歳まで拡大する分　2,533万円
・生活習慣病予防、がん検診等に係る経費（成人保健事業）
　…………………………………………… 1億9,675万円

・地域医療連携健康づくり推進事業…………… 20万円
・水痘、おたふくかぜ、B 型肝炎予防接種事業　
　…………………………………………………1,889万円

・不妊治療助成（助成上限額 20 万円⇒ 30 万円 )　
　…………………………………………………1,519万円

○保健、福祉、医療対策

・6 次産業化、ブランド PR などに係る経費… 466万円
・海外都市産業交流促進事業……………………304万円
・観光宣伝事業………………………………… 1,554万円
・中小企業融資事業……………………………… 11億円

○商工、観光、農観商工連携推進事業

・スマートシティ構想策定事業………………… 112万円
・首都機能バックアップ、キャンプ那須構想事業 
　…………………………………………………… 13万円
・まちづくりコンセプト構想策定事業………… 115万円

○地域振興、まちづくり推進

・再生可能エネルギー推進事業……………  4,682万円
（太陽光発電システム設置費補助、太陽光市民ファンド）
・デマンド交通の導入に係る経費……………4,170万円

・防犯灯LED化事業、防犯灯管理費補助など　　　　　 
　…………………………………………………3,296万円

○市民生活・環境の整備

・社会資本整備総合交付金事業………… 8億4,363万円
（埼玉鳥野目線ほか２路線の道路改良、洞島青木線歩道
　整備工事など）
・市道疏水通り線整備事業……………… 1億3,384万円
・公園維持管理事業…………………………2億  702万円

○安全で便利なまちの整備

・小学校耐震改修事業………………………… 6,852万円
・中学校耐震改修事業…………………… 1億6,915万円
・小中一貫教育校研究推進事業（教育課程アドバイザー）

………………………………………………… 100万円

○教育環境の整備
・防災訓練、地域防災計画、防災パンフレットに係る

経費………………………………………………893万円
・防災士養成事業に係る経費…………………… 549万円
・ハロープラザへの防災用太陽光パネル、蓄電池設置　  
　…………………………………………………2,771万円

・自主防災組織各種補助金…………………… 1,906万円

○防災対策事業

・住民票・印鑑登録証明書・所得証明書のコンビニ交付
事業……………………………………………2,174万円

・窓口業務などタブレット端末活用…………… 88万円

○行政手続、窓口、証明書発行サービス

7月からセ  ブンイレブンなどで交付が始まります

子ども医療費の助成額を18歳まで拡大します

今年度も引き続き除染作業を行います

市内すべての防犯灯をLED化します

キャンプ那須イメージ図(栃木県経済同友会作製) 整備された歩道(洞島青木線)

今年度設計を行い、26年度建て替え予定の西那須野中学校

首都圏で農畜産物・那須塩原ブランドのPRを行います


